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1
今回の調査に回答する と 即協定締結と な
り ま すか。

ご協力いただいた内容を 貴施設と 県の双方で確認し たのち、 協定締結に進む形に
なり ま す。

2
協定の効力が始ま る のはいつから です
か。

締結時期によ り ま すが、 最も 早く て令和6年4月1日よ り 有効と なり ま す。

3
協定締結以降、 平時に生じ る 作業はあり
ま すか。

協定によ る 医療措置を的確に行っていただく ため、 年に１ 回以上、 研修や訓練を
実施する よ う に努めていただく 必要があり ま す。

4
協定内容を 変更し たい場合は、 ど う すれ
ば良いですか。

貴施設の状況に応じ て対応いたし ま すので、 神奈川県ま でお問合せく ださ い。

5 協定の内容は公表さ れま すか。
感染症法第 36 条の３ 第５ 項の規定によ り 、 都道府県知事は、 協定を締結し たと
き は、 イ ン タ ーネッ ト の利用その他適切な方法によ り 協定の内容を 公表する も の
と さ れており 、 一定の情報は公表する 予定です。

6
数値を 入力する アン ケート は２ 度目だ
が、 3度目も あり ま すか。

数値をご入力いただく のは今回が最後と なり ま す。
入力内容を ご確認いただく ため、 改めて締結内容を確認し ていただく こ と を予定
し ていま す。

7
事務負担軽減の観点から 複数の保有店舗
の協定を一括で締結でき ま すか。

協定は店舗ごと に管理者様と 締結する 形になり ま すので、 一括での締結はでき ま
せんが、 協定締結はWEBで完結し ま すので、 書類のやり 取り はあり ま せん。

8
医療措置のう ち、 一部し か協力でき ま せ
んが、 協定の対象になり ま すか。

対象と なり ま す。

9

【 令和６ 年２ 月一部修正】
協定を 締結し た施設に対し 、 平時におけ
る 補助金はあり ま すか。

【 令和６ 年２ 月更新】
次に掲げる 協定を締結し た施設（ 今後協定締結が確実な施設を含む） に対し 、 病
室・ 病棟の感染対策に係る 施設整備、 検査機器（ Ｐ Ｃ Ｒ 検査装置） ・ Ｈ Ｅ Ｐ Ａ
フ ィ ルタ ー付き 空気清浄機（ 陰圧対応可能なも のに限る ） など の設備整備、 個人
防護具保管施設の整備に関する 補助制度が国で検討さ れていま す。
①病床確保を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
②発熱外来を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
③自宅療養者等医療を内容と する 協定（ 病院、 診療所、 薬局、 訪問看護事業所）
今後補助制度が確定し ま し たら 、 HP等でお知ら せし ま す。

10

対象と なる 感染症の性質が不明なため、
実際対応する 場合に協定結んだ内容を実
施でき ない可能性があり ま す。 こ の場合
ど う なり ま すか。

【 令和６ 年２ 月一部修正】
感染症法では、 正当な理由がなく 措置を 講じ ていない場合には、 措置を と る べき
こ と を勧告、 指示し 、 指示の後に正当な理由なく 措置が取ら れなかった場合に
は、 その旨を公表する こ と ができ る と 定めら れていま す。 正当な理由の有無につ
いては、 ウ イ ルス の性質や社会状況、 個々の施設の事情等を 踏ま えて、 個別に判
断する こ と と なり ま す。
ま た、 正当な理由の有無を確認する 際には、 各施設の皆様に状況等を確認さ せて
いただき ま すので、 県が一方的に勧告、 指示、 公表する こ と は考えていま せん。

11
個人防護具の備蓄に関し て、 平時の補助
金はあり ま すか。

【 令和６ 年２ 月更新】
次に掲げる 協定を締結し た施設（ 今後協定締結が確実な施設を含む） に対し 、 個
人防護具保管施設の整備に関する 補助制度が国で検討さ れていま す。
①病床確保を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
②発熱外来を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
③自宅療養者等医療を内容と する 協定（ 病院、 診療所、 薬局、 訪問看護事業所）
今後補助制度が確定し ま し たら 、 HP等でお知ら せし ま す。

12
こ の調査に回答し たら 必ず協定締結をし
なければなら ないのですか。

意向確認調査後、 ご入力いただき ま し た内容等について、 双方で確認し た後に、
協定を締結さ せていただく 予定です。

13
複数のアド レ ス にメ ールが届き ま し た
が、 それぞれ回答が必要ですか。

複数のアド レ ス にメ ールが届いた場合は、 施設と し ていずれか一つのアド レ ス で
御回答く ださ い。 それぞれに回答する 必要はございま せん。
なお、 一つのアド レ ス に回答後、 施設ごと に専用ページ（ URL） が作成さ れま すの
で、 以後は当該専用ページ（ URL） を使用し てく ださ い（ 内容確認・ 修正等） 。

14
医療機関コ ード がわかり ま せん。 ７ 桁の
番号はわかり ま す。

医療機関番号７ 桁の前に、 神奈川県番号の14、 点数表番号の１ （ 医科は１ 、 歯科
は３ 、 調剤は４ 、 訪問看護ス テーショ ン は６ ） を 加えた10桁の番号になり ま す。
例： １ ４ （ 県） １ （ 医科） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ （ 医療機関番号）

意向確認調査Q&A（ 全体）



15 医療措置協定と は何ですか。

令和４ 年12月に改正さ れた感染症法によ り 、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症への対応
を 踏ま え、 国民の生命及び健康に重大な影響を与える おそれのある 感染症の発生
及びま ん延に備える ため、 都道府県と 医療機関等（ 病院・ 診療所・ 薬局・ 訪問看
護事業所） がその機能・ 役割に応じ た協定を締結する 仕組みが法定化さ れま し
た。 こ の協定のこ と を医療措置協定と いいま す。

16
協定を 締結し た場合、 必ず協定内容を実
施し なければなら ないのですか。

医療措置の実施にあっては、 「 県から の情報提供」 「 協定締結医療機関等側の準
備（ 実施可能な内容の聞き 取り ） 」 「 要請発出の検討」 「 要請」 と いう 順を追っ
て対応し ていく 想定です。
協定書案第６ 条第３ 項内に記載のと おり 、 事前の想定と 大き く 異なる 場合は、 国
の判断をも と に都道府県が柔軟に対応を 行う こ と について、 協定締結医療機関等
と 協議する こ と と し ており 、 ど のよ う な場合であっても 協定内容の実施を求める
も のと は考えていま せん。

17

本医療措置協定における 「 新型イ ン フ ル
エンザ等感染症」 について、 いわゆる
「 再興感染症」 についても 対象と なり ま
すか。

医療措置協定の対象は、 新型イ ンフ ルエンザ等感染症、 指定感染症又は新感染症
であり 、 ご指摘のいわゆる 再興感染症が、 再興型イ ン フ ルエンザ及び再興型コ ロ
ナウ イ ルス 感染症であれば、 新型イ ンフ ルエンザ等感染症と なり ま すので、 対象
と なり ま す。

18
いつ要請がある か分から ないため、 締結
し ても その時に対応でき る か確約でき な
いのではないですか。

人員の増減、 施設の移転・ 廃業等、 協定締結時から 施設の状況が変わっ た場合に
は、 内容の変更や解約する こ と も 可能です。 年に一回協定の更新について確認さ
せて頂く 予定ですので、 その際に施設の状況にあわせた協定と なる よ う 変更等を
ご検討いただけま す。

19
措置協定の内容が変更になる 都度、 再締
結が必要ですか。

各項目の実施の有無や協定の解約等の大き な変更については、 速やかに協定変更
の旨を担当部署にご連絡く ださ い。
ど の程度の変更から 協定の再締結が必要と なる のか、 変更の際の連絡先や連絡方
法については、 後日ご連絡さ せていただく 予定です。
ただし 、 小さ な変更であっても 、 年に１ 回実施予定の協定の実施状況等の調査の
際には、 必ず変更内容を 報告し ていただく よ う お願いいたし ま す。

20

防護具の５ 品目のう ち、 コ ロ ナ対応の実
績では使わなかったも のがある 。 その場
合、 使用し なかったも のについては
「 ０ 」 と し ても よ いですか。

５ 品目すべてについて２ か月分の使用量を備蓄する こ と を推奨し ていま すが、 当
該医療機関の新型コ ロ ナ対応での平均的な使用量で設定する も のである ため、 未
使用の品目については「 ０ 」 と し て構いま せん。

21

当院における 個人防護具の使用量を 精査
し たと こ ろ 、 事前調査時に回答し た使用
量よ り も 少なかったが、 備蓄量を ど のよ
う に設定し たら よ いですか。

備蓄量は貴施設における ２ か月分の使用量（ 必要量） をお願いし ていま す。

22
保管場所は施設内でなければいけないの
ですか。

個人防護具の備蓄は、 物資を 購入し て保管し 、 使用期限が来たら 廃棄する のでは
なく 、 平素から 備蓄物資を有効に活用し ていただく 観点から 、 備蓄物資を順次取
り 崩し て感染症対応以外の通常医療の現場で使用する 、 回転型での備蓄を推奨し
ま す。
回転型での運営のために、 施設内に保管施設を確保する こ と が望ま し いですが、
施設外の保管施設を利用する など によ り 使用量２ か月分など の備蓄を確保する の
でも 構いま せん。
こ のほか、 例えば、 ①物資の取引事業者と の供給契約で、 取引事業者の保管施設
で備蓄を確保する 方法や、 ②物資の取引事業者と 提携し 、 有事に優先供給をし て
いただく 取り 決めをする こ と で、 平時においては物資を購入する こ と なく 、 備蓄
を 確保する 方法でも 構いま せん。

23
新興感染症は、 何を 想定すればよ いです
か。 感染症次第では、 と ても 対応し き れ
ま せん。

ウ イ ルス の伝播性、 病毒性と いった性状について事前に想定する こ と は難し く 、
今回の調査においては、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症と 同程度のも のを想定し た対
応と し てお答えく ださ い。
新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症と 同程度でない新型イ ンフ ルエン ザ等感染症も 起こ り
えま すが、 協定案では、 ウ イ ルス の性状等が事前の想定と 大き く 異なる と 国が判
断し た場合には、 協定の内容について柔軟に対応する こ と について、 県は施設と
協議する こ と と し ており ま す（ 協定書案第６ 条第３ 項） 。

24
医療機関コ ード 10桁がわかり ま せん。 ７
桁の番号はわかり ま す。

医療機関番号７ 桁の前に、 神奈川県番号の14、 点数表番号の１ （ 医科は１ 、 歯科
は３ 、 調剤は４ 、 訪問看護ス テーショ ン は６ ） を 加えた10桁の番号になり ま す。
例： １ ４ （ 県） １ （ 医科） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ （ 医療機関番号）

25
先般示さ れた期限を 過ぎていま すが、 協
定の締結を 申し 込むこ と は可能ですか。

恐れ入り ま すが、 個別に対応さ せていただく こ と と なり ま すので、 下記webフ ォ ー
ム から ご連絡く ださ い。

神奈川県医療危機対策本部室 感染症対策企画グループ
ht t ps: //30037f f 9. f orm. ki nt oneapp. com/publ i c/342c9f 2e0c65dd4ef 9e47ae05015
cf 1b11c57e2d4ef f adeea9ec844a29e29d6e

https://30037ff9.form.kintoneapp.com/public/342c9f2e0c65dd4ef9e47ae05015
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1 管理者と はなんですか。
病院・ 診療所は厚生局に届け出ている 管理者（ 主に病院長等） と なり ま す。 な
お、 法人の代表者ではない場合も あり ま すのでご注意く ださ い。

2
専門病床（ 小児・ 周産期等） について
は、 内数ですか外数ですか。

内数と し て回答をお願いし ま す。

3

公立・ 公的病院等の一般病床の５ ％につ
いて、 例えば病室が４ 人部屋等で、 割り
当てが１ １ だと 端数が出ま す。 こ う し た
場合、 確保病床数はど のよ う に考えれば
よ いですか。
仮に、 病室の別ベッ ド 数に端数が生じ る
場合、 休床保障のよ う なも のはあり ま す
か。

【 令和６ 年２ 月更新】
施設の構造上の理由から ５ ％分の確保が難し い場合には、 確保頂く 病床の数に応
じ て、 ５ ％の病床数から １ 床から ３ 床分減ら すこ と も 可能と し ま し た。

 流行初期の医療提供体制の確保のために、 記載例の場合は、 ま ず病室３ 部屋１ ２
 人分の病床確保をご検討く ださ い（ こ の場合、 意向確認の回答は１ ２ 床） 。
 それが難し いよ う であれば、 病室は３ 部屋、 受入れの運用は１ １ 人と いう （ こ の
 場合、 意向確認の回答は１ １ 床） 計画を ご検討く ださ い。
 現時点で、 流行初期医療確保措置以外の補助等は設けら れておら ず、 休床に対す
 る 補助はあり ま せん。

4

こ れま での新型コ ロ ナ感染症の医療体制
について、 精神科病院については別枠で
ご説明( 資料） を頂いていたと 記憶し てお
り ま す( 精神科病院協会経由） 。 今回の調
査回答の期間内に精神科病院に対する 感
染者受け入れ対応等のご説明はあり ま す
でし ょ う か。

【 令和６ 年２ 月更新】
精神科病院の皆様には、 主に流行初期以降の病床確保（ 設問１ －２ ） 、 後方支援
（ 設問４ ） についてご協力いただき たいと 考えており ま すので、 ご検討をお願い
いたし ま す。

5
病院に関し ては、 ５ つの項目すべての措
置を取ら ないと 協定は結べないのです
か。

５ つの項目のいずれかで合意でき れば協定は締結でき ま す。

6

今回のコ ロ ナ対応では、 「 一　 病床確
保」 「 二　 発熱外来」 のみ対応し 、 「 三
自宅療養者等への医療の提供及び健康観
察」 「 四　 後方支援」 「 五　 医療人材派
遣」 については当院では実施し ていま せ
んでし た。
協定締結には、 ５ つの項目すべてに対応
する 体制が必要でし ょ う か。

全ての項目で協力も 頂かなければいけないと いう も のではあり ま せんが、 今回の
コ ロ ナで対応頂かなかっ た項目についても 、 でき る 範囲でご協力いただき たいと
考えており ま す。

意向確認調査Q&A（ 病院・ 診療所）



7
発熱外来は20人/日以上と あり ま すが、 必
須基準でし ょ う か。

流行初期期間の協定では、 病院は20人/日以上の受入れ体制の構築が必須です。
流行初期経過後の協定には、 こ う し た基準はあり ま せんので、 でき る 限り ご協力
いただき たいと 考えており ま す。

8
訪問看護ス テーショ ンを 併設し ている
が、 訪問看護ス テーショ ンの回答は、 医
療機関分と 合わせて行えばよ いですか。

医療機関併設訪問看護ス テーショ ン は、 医療機関と は別にご回答を お願いし ま
す。
なお、 訪問看護事業所に調査フ ォ ームが届いていない場合は、 県から 訪問看護事
業所に改めて調査フ ォ ームを 送信さ せていただき ま すので、 大変お手数ですが、
正確な送信先等をご教示いただき ま すよ う お願いし ま す。

9

公立・ 公的医療機関等が対象と なる 「 １
‐ １ 　 病床確保（ 流行初期： 発生公表後
３ カ月ま で） 」 の入力項目について、 一
般病床数の５ ％を下回る 病床数を 回答し
ても よ いですか。

　 公立・ 公的医療機関等の皆様につき ま し ては、 県から 確保を依頼する 病床数を
均等に一般病床数の５ ％と 設定し ており 、 こ れは最低限お願いし たい数字と 考え
ており ま す。 ま た、 こ れを超えてご協力いただける 場合には、 是非お願いし たい
と 考えており ま す。

10

医療措置協定文案の第10条「 平時の準
備」 で規定さ れている 「 研修」 と は具体
的にはど のよ う な研修内容や対象者を想
定し ていま すか。

　 現時点で「 平時における 準備」 の中でど のよ う な研修を行う べき かは、 ま だ国
から 具体的に示さ れていま せん。
　 今後、 具体的な研修項目、 参加対象者、 財源措置の有無等について、 国から の
ガイ ド ラ イ ンなど が示さ れる と 思いま すので、 その際には速やかに情報提供を 行
いま す。
　 ま た、 国から 具体的に示さ れま し たら 、 県でも 協定締結医療機関を対象と し た
研修を実施する 予定です。

11
現行の感染症指定医療機関の感染症病床
は、 協定の対象になり ま すか。

協定の対象と はなり ま せん。
感染症指定医療機関については感染症病床以外の病床を協定締結対象と し てく だ
さ い。

12
人材派遣は、 ど のく ら いの期間を 想定さ
れま すか。

コ ロ ナ対応を踏ま える と ２ ～３ 日程度以上（ 県を ま たぐ 広域派遣であれば１ 週間
程度以上） を想定し ていま す。

13
確保病床数のう ち、 重症病床数について
病床数の目安はあり ま すか。

流行初期期間については、 新型コ ロ ナ時のフ ェ ーズ１ を、 流行初期期間経過後に
ついてはフ ェ ーズ４ を目安に、 ご検討いただき たいと 考えており ま す。
なお、 フ ェ ーズの基準日については新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の５ 類移行前最終
日（ 令和５ 年５ 月７ 日） を参考と し てく ださ い。

14

発熱外来対応医療機関は自施設で核酸検
出検査の機器を持っ ていなければ登録で
き ないのですか。
抗原定性検査キッ ト ではだめなのです
か。

今回の協定では、 検査と し て核酸検出検査（ PCR検査等） を 対象と し ていま す。
抗原定性検査キッ ト は対象外です。

15

初期以降について、 前回7月の調査時に
は、 フ ェ ーズ４ の数字を と のご指示があ
り ま し たが、 初期以降の数字については
今回も 同様の考えでよ ろ し いでし ょ う
か。

流行初期期間経過後については、 今回のコ ロ ナウ イ ルス の最大値程度（ 5類移行前
最終日（ 令和５ 年５ 月７ 日） のフ ェ ーズ４ ） 以上のご協力を いただき たいと 考え
ていま す。

16

一日で診察可能な発熱外来患者数には限
界があり ま す。 当院で対応可能な患者数
を回答すれば、 協定締結対象と なる かは
県で判断し てく れま すか。
ま た、 診療所の構造から 、 通常診療と 時
間帯を 区切っての発熱外来対応と なり ま
すが、 対応方法にルールはあり ま すか。

【 令和６ 年２ 月一部修正】
「 設問２ ‐ １ 　 発熱外来（ 流行初期期間： 発生公表後３ か月程度） 」 について、
協定締結の対象と なる 医療機関は以下のと おり 基準を 考えていま す。
・ 知事の要請後、 ７ 日以内に診療を 実施
・ 診療患者数は、 診療所： ６ 人／日以上
・ 自院で検査が可能な医療機関である こ と
上記の基準を満たすこ と ができ る 場合は、 流行初期期間について協定を 締結さ せ
ていただき たいと 考えており ま す。
現在の入力フ ォ ームは、 基準を満たし ていない入力ができ ない仕様と なってお
り 、 エラ ーと なった場合は理由が表示さ れま すので、 案内に沿ってご入力く ださ
い。
ま た、 併せま し て「 設問２ －２ 　 発熱外来（ 流行初期期間経過後： 発生公表後６
カ月以内） 」 については、 特に数値基準を設けており ま せんので、 貴院の対応可
能な範囲の数量をご回答く ださ い。
発熱外来の診療方法については、 通常診療の患者と 発熱外来の患者と の接触を 可
能な限り 避けていただく 必要があり ま すが、 動線を分離する と いっ た物理的な方
法の他に、 発熱外来と 通常診療の時間帯を区切る 方法であっ ても 問題あり ま せ
ん。



17
医療措置協定の新興感染症と はど のよ う
なも のを想定し ていま すか。

今回の新型コ ロ ナと 同程度の性状を 想定し ていま す。

18

①対象疾患に関し て、 コ ロ ナ主体なのか
新し い感染症に関する も のか
②自宅療養者等への医療の提供につい
て、 かかり つけ患者のみが対象と なる の
か。 も し く はかかり つけ以外の患者も 対
象と なり ま すか。

①現在対応し ている 新型コ ロ ナウ イ ルス ではなく 、 新興感染症が対象です。
新興感染症の性状等は想定が困難ですが、 今回の協定では新型コ ロ ナウ イ ルス と
同程度の性状の新興感染症が新たに発生し た場合を想定し てく ださ い。
②自宅療養者等への医療の提供について、 対象と なる のは新興感染症で陽性（ 検
査方法は問わない） と なり 自宅療養し ている 人です。 ま た、 かかり つけ以外の自
宅療養者等も 回答の対象です。
かかり つけ患者のみ対応可能の場合は、 対応可能かつ、 対応可能なかかり つけ患
者の人数を ご回答く ださ い。

19

「 ５ 　 人材派遣」 について、 「 感染症医
療担当従事者」 と 「 感染予防等業務関係
者」 を １ 名で兼任する 場合はど のよ う に
回答する のですか。
参照（ ※） には、 「 重複し て計上する こ
と は問題あり ま せん」 と あり ま すが重複
し て回答し てよ いですか。

「 ５ 　 人材派遣」 の回答につき ま し ては、 ①感染症医療担当従事者と ②感染予防
等業務関係者を １ 名で兼任する 場合は、 意向確認調査の回答と し ては、 主たる 担
当業務に該当する ど ちら か一方にご回答願いま す。
なお、 「 重複し て計上する こ と は問題あり ま せん。 」 と いう 記載は県で精査し た
と こ ろ誤り であったこ と がわかり ま し たので回答フ ォ ーム上でも 修正いたし ま し
た。

20
意向確認調査には郵送で回答でき ま す
か。

本調査はすべて電子上で処理する 必要がございま すので、 郵送ではなく 専用ペー
ジ（ URL） で御回答く ださ い。

21
感染症予防計画と 新型イ ンフ ルエン ザ等
対策行動計画は、 同様の取扱いでし ょ う
か。

感染症予防計画と 新型イ ンフ ルエン ザ等対策行動計画は、 根拠と なる 法令は異な
り ま すが、 今回の感染症予防計画の改定に当たり 、 新型イ ン フ ルエンザ等対策行
動計画と の整合に留意し て改定を行う こ と と なり ま す。

22
措置協定のいずれかに対応でき れば締結
の対象と なり ま すか。

「 個人防護具の備蓄」 単独での対応を除き 、 いずれか１ つでも 実施でき る 場合に
は協定締結が可能ですので、 ご検討いただけま すと 幸いです。

23 流行初期医療確保措置と はなんですか。

「 初動対応等を 含む特別な協定を締結し た医療機関」 について、 協定に基づく 対
応によ り 一般医療の提供を制限し て、 大き な経営上のリ ス ク のある 流行初期の感
染症医療の提供をする こ と に対し 、 診療報酬の上乗せや補助金等が充実する ま で
の一定期間に限り 、 財政的な支援を 行う も のです。

24

【 令和６ 年２ 月一部修正】
協定を 締結し た施設に対し 、 平時におけ
る 補助金はあり ま すか。

【 令和６ 年２ 月更新】
次に掲げる 協定を締結し た施設（ 協定締結が確実な施設を含む） に対し 、 病室・
病棟の感染対策に係る 施設整備、 検査機器（ Ｐ Ｃ Ｒ 検査装置） ・ Ｈ Ｅ Ｐ Ａ フ ィ ル
タ ー付き 空気清浄機（ 陰圧対応可能なも のに限る ） など の設備整備、 個人防護具
保管施設の整備に関する 補助制度が国で検討さ れていま す。
①病床確保を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
②発熱外来を内容と する 協定（ 病院、 診療所）
③自宅療養者等医療を内容と する 協定（ 病院、 診療所、 薬局、 訪問看護事業所）
今後補助制度が確定し ま し たら 、 HP等でお知ら せし ま す。

25
協定を 締結する こ と で算定でき る 診療報
酬はあり ま すか。

現在中央社会保険医療協議会において、 診療報酬上の取扱いについて検討さ れて
いま す。

26
流行初期確保措置は、 体制を整えていて
も 患者が基準以上の人数来なければ支払
われないのですか。

基準以上の患者を診ら れる 体制を期間を 通じ て整えていたのであれば、 実際の来
院者数が基準未満でも 、 流行初期確保措置（ いわゆる 減収補填） の対象と なり ま
す。

27

流行初期の対応を含んだ協定を締結し て
いない、 ある いは、 そも そも 協定自体締
結し なく ても 、 知事が定めた基準に該当
する 流行初期医療確保措置を行っ た場合
に、 費用を 受給する こ と はでき ないので
すか。

原則と し て、 協定を締結し た医療機関を 対象と し ていま す。 可能な限り 協定締結
にご協力いただき ま すよ う お願い申し 上げま す。

28
検査ができ ないと 発熱外来での協定締結
はでき ないのですか。

流行初期期間経過後については、 検査の項目で協定を 締結し なく ても 発熱外来の
みでの協定締結も 可能です。
なお、 こ こ でいう 検査件数は発熱外来で受けら れる 総数のう ち、 自院で検体の採
取から 分析ま での実施が可能な核酸検出検査の件数を 指し ま す。

29
診療所が狭いため、 動線を２ つ設ける こ
と が難し いです。

発熱外来の実施時間や曜日を 分ける など 、 時間的分離によ る 対応も 可能です。



30
検査について、 流行初期以降も 抗原定性
検査ではなく 核酸検出検査が対象になっ
ている のはなぜですか。

次の感染症危機時において、 抗原定性検査キッ ト が実用化さ れれば当然活用する
こ と と なり ま すが、 新型コ ロ ナの経験を 踏ま える と 、 その実用化には一定の時間
がかかる こ と が考えら れる ため、 平時から の備えと し ての予防計画においては、
流行初期（ 公表後３ ヶ 月以内） も 流行初期以降（ 公表後６ ヶ 月以内） も 核酸検出
検査と し ている と こ ろです。

31

協定における 検査件数は発熱外来におけ
る 検査件数だけですか、 それと も 発熱外
来以外の院内の件数を全て記載する ので
すか。

こ こ での検査件数と は、 発熱外来で受けら れる 総数の内、 自院で検体の採取から
分析ま での実施が可能な核酸検出検査( PCR検査等） の件数を指し ま す。
なお、 検査分析を外部委託する 場合は、 検査件数から 除き ま す。
ま た、 核酸検出検査（ PCR検査等） 以外の抗原（ 定量・ 定性） 検査も 検査件数から
除き ま す。

32
核酸検出検査に等温遺伝子増幅法（ I DNOW
等によ る 測定） は含ま れま すか。

ご質問の技法を 含めて、 PCR法、 LAMP法、 TRC法、 TMA法、 NEAR法が含ま れま す。

33
感染症予防計画と 、 新型イ ンフ ルエンザ
等対策行動計画は、 同様の扱いでし ょ う
か。

感染症予防計画と 新型イ ンフ ルエン ザ等対策行動計画は、 根拠と なる 法令は異な
り ま すが、 今回の感染症予防計画の改定に当たり 、 新型イ ン フ ルエンザ等対策行
動計画と の整合に留意し て改定を行う こ と と なり ま す。

34
意向確認調査には郵送で回答でき ま す
か。

専門のwebページ（ Ｕ Ｒ Ｌ ） で、 ご回答く ださ い。 前回調査時に御回答を頂いた施
設の方は、 専用のページがございま すので、 県がメ ールにてお知ら せし たＵＲ Ｌ
を ご利用く ださ い。 お知ら せし たメ ールが確認でき ない場合は、 こ ちら にお問い
合わせく ださ い。

35

「 ２ ‐ １ 　 発熱外来（ 流行初期期間： 発
生公表後３ か月程度） 」 の設問中の『 全
国的に検査の実施環境が整備さ れている
（ 新興感染症が発生し た際に、 核酸検出
検査（ PCR検査等） の実施に必要な検査試
薬等が流通し 医療機関が利用でき る 状況
にある ） こ と を前提と し ていま す。 』 と
は具体的にど のよ う なこ と を想定し てい
ま すか。

　 医療措置協定上の発熱外来（ 流行初期） において、 新興感染症が発生し た際
に、 核酸検出検査（ PCR検査等） の実施に必要な機器等を自院で準備する 予定で自
院検査が可能になる 場合も 含め、 自院で診察から 検査分析ま でを行う こ と ができ
る 状態を想定し ていま す。
　 なお、 流行初期の協定締結対象は、 「 ＜発熱＞締結予定数」 及び「 ＜検査＞締
結予定数」 が共に６ 以上であり 、 新興感染症が発生し 知事が医療措置を 要請し た
際に、 必要な機器等の準備を 整え、 協定に基づき 発熱患者の対応（ 自院での検査
分析を含む） を 行えば減収補填が適用さ れま す。

36

流行初期から 発熱外来対応し たいと 考え
ていま すが、 かかり つけ患者に限定する
つも り です。 こ の場合であっても 、 協定
締結の対象と なり ま すか。 ま た、 流行初
期医療確保措置の対象と なり ま すか。

かかり つけ患者に限定し た発熱外来であっても 、 協定締結の対象と なり ま す。
し かし 、 流行初期医療確保措置を受ける ためには、 かかり つけ患者に限ら ず、 広
く 発熱患者を診察し ていただく 必要があり ま す。
ま た、 本県においては流行初期医療確保措置を受ける ためには、 診察し た患者に
ついて自院で検査分析（ 核酸検出検査に限る ） を 実施し ていただく 必要があり ま
すのでご注意く ださ い。

37
発熱外来を 検討し ていま すが、 自院で核
酸検出検査はでき ま せん。 こ の場合、 協
定締結対象外ですか。

設問２ －２ 流行初期経過後につき ま し ては、 自院検査（ 核酸検出検査） ができ な
く ても 協定締結の対象と なり ま すので、 是非ご検討を お願いし ま す。
し かし 、 設問２ －１ 流行初期につき ま し ては、 自院で核酸検出検査分析ま で対応
し ていただける 医療機関が協定締結の対象と なり ま す。

38

発熱外来に関する 設問で検査数が問われ
ている が、 こ の検査数と し ては、 外来診
察し た患者に対する 検査数ですか、 それ
と も 、 自院で１ 日当たり に対応可能と 見
込ま れる 検査数全体を答える のですか。

発熱外来の検査数の設問では、 発熱外来で診察し た患者のう ち自院で検査分析
（ 核酸検出検査） 可能な件数を記載く ださ い。
なお、 設問２ －１ 流行初期の発熱外来につていは、 県の定めた流行初期医療確保
措置（ いわゆる 減収補填） の基準上、 診察数と 検査数は同数でし か回答いただけ
ま せん。

39

協定書では「 流行初期期間経過後（ 新型
イ ンフ ルエンザ等感染症等に係る 発生等
の公表が行われてから ６ か月以内） 」 と
し て、 人材派遣可能な人材を記載する 欄
がある 。
「 公表が行われてから ６ カ月以内」 と あ
る ので、 例えば、 感染症が発生し てすぐ
に当方の医師が派遣さ れてし ま う 恐れが
ある 。

「 流行初期期間経過後」 と は、 流行初期期間である 「 新興感染症発生等の公表が
行われてから ３ カ月程度」 が経過し た以降から ６ カ月以内のこ と です。
し たがって、 感染症発生直後には、 協定に基づく 人材派遣要請を行う 想定はござ
いま せん。
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人材派遣について、 例えば院内感染が発
生し 、 自院対応に追われている 状況でも
人材派遣の要請に応じ なければなら ない
のか。
協定書の第８ 条に、 知事は正当な理由な
く 第３ 条の措置を講じ ていない場合には
感染症法等に基づく 措置（ 勧告、 指示、
公表等） を と る こ と ができ る と 記載さ れ
いる ため、 特に心配である 。

自院対応に追われている 等の事情によ り 、 県から の要請に応じ て頂けない状況も
生じ える も のと 理解し ており ま す。
ま た、 知事が感染症法等の措置（ 勧告、 指示、 公表等） をと る こ と ができ る の
は、 「 正当な理由」 がないにも かかわら ず、 医療機関が要請さ れた措置を講じ な
い場合です。
例えば、 医療機関内の感染拡大等によ り 人員体制が縮小し 、 院内の対応で忙し い
等の事情があれば、 こ の「 正当な理由」 が認めら れる と 考えていま す。
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協定の締結事項の３ 番「 自宅療養者等へ
の医療の提供及び健康観察」 部分で、 web
フ ォ ームで回答し ていない健康観察が含
ま れている がなぜか。

国の示し た協定書ひな形に沿った対応です。
「 健康観察」 と は、 新興感染症の患者等の体温その他の健康状態について報告を
求める こ と であって（ 感染症法第４ ４ 条の３ 参照） 、 「 電話／オン ラ イ ン診療」
又は「 往診」 に対応頂ける 医療機関であれば、 「 健康観察」 にも 対応頂ける 能力
がある と いう こ と で、 ど ちら かに対応頂ける 医療機関については健康観察も 追記
さ れま す。
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1 管理者と はなんですか。
薬事法の薬局管理者です。
例： Aド ラ ッ グ株式会社B薬局の場合はAの法人代表者ではなく Bの管理者になり ま
す。

2
「 管理者」 が協定締結期間中に異動、 退
職等で当該薬局から いなく なる 場合はど
のよ う にすればよ ろ し いでし ょ う か。

管理者の変更によ り 協定の効力がなく なる わけではあり ま せんが、 管理者等協定
内容に変更がある 場合は事務局にご連絡く ださ い。 （ 協定書案第7条第2項）

3

協定締結期間中に、 薬局が本取組みが実
施でき なく なった( 取り 消し ) 以外で、 協
定締結期間中に報告をし なく てはなら な
い項目を教えてく ださ い。

協定書第７ 条に記載の協定内容の変更等以外に、 必要に応じ て県から 協定の実施
状況等に関する 報告を求める 場合があり ま す。

4

こ の協定を 締結し ないと 感染症の療養に
関する 指導ができ ないと いう こ と でし ょ
う か　 現在居宅療養管理指導を行っ てい
る 高齢者施設で感染症が発生し た場合に
こ の協定が締結さ れていないと 施設に服
薬指導に行けないのでし ょ う か。

こ れはコ ロ ナ、 イ ン フ ルなど の既存の感
染症についてはど う なる のでし ょ う か。

現状、 本協定を締結し ていないこ と によ り 、 服薬指導が制限さ れる こ と はあり ま
せん。 既存の感染症についても 同様に制限さ れる こ と はあり ま せん。

今後、 国から 何ら かの指示が出る 可能性も ございま すので、 適宜県HP等をご確認
いただき ま すよ う お願いいたし ま す。

意向確認調査Q&A（ 薬局）
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1 管理者と はなんですか。
訪問看護ス テーショ ンの管理者です。 運営法人の代表者やス テーショ ン の代表者
と は異なる 場合があり ま す。

2
訪問看護事業所である が、 Ｇ －ＭＩ Ｓ の
Ｉ Ｄ が分から ない。

訪問看護事業所については、 令和６ 年度中にＩ Ｄ を付与する 予定と のこ と ですの
で、 Ｉ Ｄ 付与の前に協定締結頂ける 事業所におかれま し ては、 Ｇ －ＭＩ Ｓ のＩ Ｄ
欄には「 なし 」 と 入力く ださ い。

3
精神科の訪問に特化し ており 、 精神疾患
のある 方のみの対応と なる 。 こ の場合、
協定締結対象外か。

感染症流行時に対応可能であれば、 精神疾患、 ま たは他の疾患に特化し ている 場
合にも 、 協定締結の対象と なり ま す。

意向確認調査Q&A（ 訪問看護）


